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平成 19 年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成 18 年 11 月６日
上場会社名  株式会社 エージーピー 

コード番号  ９３７７ 

上場取引所     JASDAQ 

本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.agpgroup.co.jp/） 

代  表  者   役職名  代表取締役社長 氏名  合田 正彦 

問合せ先責任者 役職名 常務取締役   氏名  太田 哲雄 

決算取締役会開催日   平成 18 年 11 月 ６日 

単元株制度採用の有無 有（1単元 1,000 株） 

 

 

 

ＴＥＬ（03）3747－1631 

配当支払開始日 平成 － 年 － 月 － 日  

 

 
１．18 年９月中間期の業績（平成 18 年４月１日～平成 18 年９月 30 日） 

(1)経営成績 （注）百万円未満は切り捨てにより表示

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年９月中間期 ４,８８９ (６.５) ３００  (３６.５)    ２６２  (４９.４) 

17 年９月中間期 ４,５９０ (３.８) ２１９ (４２９.６)    １７５         (―) 

18 年３月期 １０,１１２ ７２９  ６３６  

 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18 年９月中間期     １４４ (△５９.７)       １０ ３９ 

17 年９月中間期     ３５９      (―)       ２５ ８０ 

18 年３月期 ７４２ ５３ ２５ 

（注） １.期中平均株式数 18 年９月中間期 13,949,200 株 17 年９月中間期 13,950,000 株 
  18 年３月期   13,949,686 株  
 ２．会計処理の方法の変更 無 
 ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
(2)財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年９月中間期        ９,６５３         ４,２０５ ４３．６  ３０１ ５０ 

17 年９月中間期        ９,８１３         ３,８０５ ３８．８  ２７２ ７７ 

18 年３月期    １０,４３８         ４,１９５ ４０．２  ３００ ７６ 

（注） 1.期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 13,949,200 株 17 年 9 月中間期 13,950,000 株 

  18 年 3 月期 13,949,200 株    

 2.期末自己株式数 18 年 9 月中間期 800 株 17 年 9 月中間期 ― 株 

  18 年 3 月期 800 株    
 
２．19 年３月期の業績予想（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通  期 １０,４４６   ６８８  ３７４   

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  26 円 86 銭 

 
３.配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金(円) 

 中間期末 期末  年間 

平成 18 年３月期 ― 10.00 10.00 

平成 19 年３月期（実績） ―   ― 

平成 19 年３月期（予想） ―   9.00 
 9.00 

※ 平成 18 年３月期末配当金の内訳 普通配当 ９円 創立 40 周年記念配当 １円 
 

（注1） 平成 18 年５月９日に発表いたしました業績予想および配当予想を平成 18 年 10 月 26 日付で修正し、発表

いたしました予想数値を記載しております。 

（注2） 業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後

様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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５．中間財務諸表等 
(1)中間貸借対照表 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表   

前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) (平成18年3月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  491,807 514,642 484,994 

２ 受取手形  3,521 9,090 6,611 

３ 営業未収入金  1,243,290 1,380,542  1,767,761 

４ たな卸資産  363,015 402,410 289,148 

５  短期貸付金  661,283 543,700 979,601 

６ その他 ※3 307,399 287,930 294,006 

流動資産合計   3,070,317 31.3 3,138,317 32.5  3,822,124 36.6

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※1,2   

(1) 構築物  3,125,845 2,896,949 2,977,473 

(2) 機械及び装置  1,929,700 1,663,551 1,720,001 

(3) その他  605,334 663,144 679,134 

有形固定資産合計   5,660,881 57.7 5,223,645 54.1  5,376,609 51.5

２ 無形固定資産   14,983 0.1 44,405 0.5  33,047 0.3

３ 投資その他の資産    

(1) 繰延税金資産  394,126 345,675 358,523 

(2) 敷金・保証金  443,702 440,446 434,892 

(3) その他  237,251 468,985 421,096 

貸倒引当金  △7,500 △7,500 △7,500 

投資その他の資産 
合計 

  1,067,579 10.9 1,247,607 12.9  1,207,012 11.6

固定資産合計   6,743,444 68.7 6,515,658 67.5  6,616,669 63.4

資産合計   9,813,761 100.0 9,653,975 100.0  10,438,793 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年3月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 営業未払金  847,658 930,209 1,162,317 

２ １年以内返済 
  長期借入金 

※２ 792,131 792,964 792,546 

３ その他 ※３ 425,342 552,318 692,291 

流動負債合計   2,065,132 21.0 2,275,492 23.6  2,647,156 25.4

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２ 2,861,360 2,068,395 2,464,983 

２ 退職給付引当金  917,447 1,008,241 983,715 

３ 役員退任慰労引当金  52,188 ― 60,408 

４ その他  112,545 96,193 87,155 

固定負債合計   3,943,541 40.2 3,172,831 32.8  3,596,261 34.4

負債合計   6,008,673 61.2 5,448,323 56.4  6,243,418 59.8

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   2,038,750 20.8 ―  2,038,750 19.5

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  114,700 ― 114,700 

資本剰余金合計   114,700 1.2 ―  114,700 1.1

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  110,835 ― 110,835 

２ 任意積立金  80,000 ― 80,000 

３ 中間(当期)未処分 
利益 

 1,448,675 ― 1,831,527 

利益剰余金合計   1,639,510 16.7 ―  2,022,362 19.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  12,127 0.1 ―  19,836 0.2

Ⅴ 自己株式   ― ―  △273 △0.0

資本合計   3,805,088 38.8 ―  4,195,375 40.2

負債及び資本合計   9,813,761 100.0 ―  10,438,793 100.0
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前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金   ― 2,038,750 21.1  ―

２ 資本剰余金    

(1) 資本準備金  ― 114,700 ― 

資本剰余金合計   ― 114,700 1.2  ―

３ 利益剰余金    

(1) 利益準備金  ― 124,784 ― 

(2) その他利益剰余金    

別途積立金  ― 80,000 ― 

繰越利益剰余金  ― 1,823,011 ― 

利益剰余金合計   ― 2,027,795 21.0  ―

４ 自己株式   ― △273 △0.0  ―

株主資本合計   ― 4,180,972 43.3  ―

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― 24,679 0.3  ―

評価・換算差額等 
合計 

  ― 24,679 0.3  ―

純資産合計   ― 4,205,652 43.6  ―

負債純資産合計   ― 9,653,975 100.0  ―
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(2)中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   4,590,980 100.0 4,889,202 100.0  10,112,403 100.0

Ⅱ 売上原価   4,050,263 88.2 4,248,985 86.9  8,742,668 86.5

売上総利益   540,716 11.8 640,216 13.1  1,369,734 13.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   320,776 7.0 340,091 7.0  640,251 6.3

営業利益   219,939 4.8 300,125 6.1  729,483 7.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  12,279 0.2 6,227 0.1  15,451 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  56,243 1.2 43,468 0.8  108,784 1.1

経常利益   175,976 3.8 262,884 5.4  636,150 6.3

Ⅵ 特別利益 ※３  446,266 9.7 ― ―  776,994 7.7

Ⅶ 特別損失 ※４  532 0.0 3,516 0.1  132,232 1.3

税引前中間(当期) 
純利益 

  621,709 13.5 259,367 5.3  1,280,912 12.7

法人税、住民税 
及び事業税 

 136,790 89,003 402,382 

法人税等調整額  125,013 261,803 5.7 25,439 114,442 2.3 135,771 538,153 5.4

中間(当期)純利益   359,906 7.8 144,925 3.0  742,758 7.3

前期繰越利益   1,088,769  1,088,769

中間(当期)未処分 
利益 

  1,448,675  1,831,527
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(3)中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

株主資本 

資本剰余金  

資本金 
資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 ― ― ―

 中間純利益 ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

― ― ―

平成18年９月30日残高(千円) 2,038,750 114,700 114,700

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

利益準備金 
別途積立金 繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 110,835 80,000 1,831,527 2,022,362 △273 4,175,539

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 13,949 ― △153,441 △139,492 ― △139,492

 中間純利益 ― ― 144,925 144,925 ― 144,925

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 

13,949 ― △8,516 5,433 ― 5,433

平成18年９月30日残高(千円) 124,784 80,000 1,823,011 2,027,795 △273 4,180,972

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高(千円) 19,836 19,836 4,195,375

中間会計期間中の変動額 

 剰余金の配当 ― ― △139,492

 中間純利益 ― ― 144,925

株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

4,843 4,843 4,843

中間会計期間中の変動額合計 

(千円) 
4,843 4,843 10,276

平成18年９月30日残高(千円) 24,679 24,679 4,205,652
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 

前事業年度 

至 平成17年9月30日) 至 平成18年9月30日) 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

     総平均法による原価法 

  ② その他有価証券 

   イ 時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定) 

   ロ 時価のないもの 

     総平均法による原価法 

  

(2) たな卸資産 

  ① フードカート事業に係る

製品及び仕掛品は、先入先

出法による原価法を採用し

ております。 

 

  ② その他事業に係る仕掛品

は、個別法による原価法を

採用しております。 

③ 貯蔵品は、移動平均法に

よる原価法を採用してお

ります。 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

イ 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定) 

ロ 時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

同左 

 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式 

同左 

  ② その他有価証券 

   イ 時価のあるもの 

     期末決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定) 

   ロ 時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  ① 建物、関西空港・那覇空

港・広島空港の構築物及び

機械装置 

→定額法 

  ② その他の有形固定資産 

→定率法 

     なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。 

   建物及び構築物 

８～38年 

   機械装置及び運搬具 

２～17年 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  ①  同左 

   

 

 

② その他の有形固定資産 

 

 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアに

ついて、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 
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前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については回収

可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。 

   会計基準変更時差異について
は、15年による按分額を費用処
理しております。 

過去勤務債務は、発生時に一
括処理しております。 

   数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務年
数以内の一定年数(14年)による
定額法により、翌事業年度から
費用処理しております。 

 
（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金法
の施行に伴い、厚生年金基金の
代行部分について、平成17年４
月１日に厚生労働大臣から将来
分支給義務免除の認可を受けて
おります。 
また、厚生年金基金の代行部

分について過去分返上認可の申
請を予定しております。 
なお前事業年度末日現在にお

いて測定された返還相当額(最低
責任準備金628,867千円)の支払
いが当中間会計期間末日に行わ
れたと仮定して、｢退職給付会計
に関する実務指針(中間報告)｣
(日本公認会計士協会会計制度委
員会報告第13号)第44-２項を適
用した場合に生じる見込額は特
別損失139,117千円であります。 

 (2) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、当中間会計期間末に
おいて発生していると認められ
る額を計上しております。 

   会計基準変更時差異について
は、15年による按分額を費用処
理しております。 

   数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務年
数以内の一定年数(14年)による
定額法により、翌事業年度から
費用処理しております。 

 
 

 

 (2) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。 
なお、会計基準変更時差異 

については、15年による按分額
を費用処理しております。 

過去勤務債務は、発生時に一
括処理しております。 

数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務年
数以内の一定年数(14年)による
定額法により、翌事業年度から
費用処理しております。 

 
 
 
（追加情報） 

厚生年金基金代行返上 
当社は、確定給付年金法の施

行に伴い、厚生年金基金の代行
部分について、平成17年４月１
日に厚生労働大臣から将来分支
給義務免除の許可を受けており
ます。 
これに伴い、過去勤務債務償

却額として446,266千円を特別
利益に計上しております。 
また、過去分については、平

成18年４月1日に認可を受け、
その影響額125,802千円を特別
損失に計上しております。 
 

キャッシュバランス制度 
当社が加入しているJALグルー

プ企業年金基金（平成18年４月１
日に日航グループ厚生年金基金よ
り名称変更）は、平成18年４月１
日よりキャッシュバランスプラン
を導入しており、これに伴う過去
勤務債務償却額として330,728千
円を特別利益に計上しておりま
す。 

(3) 役員退任慰労引当金 

   役員退任慰労金の支出に備え

て、内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。 

 (3) 役員退任慰労引当金 

 

 

 

 (3) 役員退任慰労引当金 

   役員退任慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 
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前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

（追加情報） 

   当社は、役員退任慰労金制度

を廃止し、平成18年6月開催の定

時株主総会において役員退任慰労

金の打ち切り支給議案が承認され

ました。これにより、当中間会計

期間において「役員退任慰労引当

金」を全額取崩し、打ち切り支給

額の未払い分については固定負債

の「その他」として表示しており

ます。 

 

４ リース取引の処理方法 ４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

   税抜方式を採用しておりま

す。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

同左 同左 
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会計処理の変更 

 

 

前中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 

当中間会計期間 

(自 平成18年4月 1日 

前事業年度 

(自 平成17年4月 1日 

至 平成17年9月30日)  至 平成18年9月30日)  至 平成18年3月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 当中間会計期間から｢固定資産の
減損に係る会計基準｣(「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」(企業会計審議会 平
成14年８月９日)）及び｢固定資産
の減損に係る会計基準の適用指針｣
(企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第
６号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は

ありません。 
 
 

 

当中間会計期間から｢貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準｣(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５

号)及び｢貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用

指針（企業会計基準委員会 平成

17年１２月９日 企業会計基準適

用指針第８号）を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響は

ありません。 

なお、従来の｢資本の部｣の合計

に相当する金額は4,205,652千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間
財務諸表は、改正後の中間財務諸
表等規則により作成しておりま
す。 
 

（自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正） 

当中間会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準第１号）及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から｢固定資産の減損

に係る会計基準｣( ｢固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する

意見書｣（企業会計審議会 平成14

年８月９日)）及び｢固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針｣(企

業会計基準委員会 平成15年10月

31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり
ません。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

当中間会計期間末 前事業年度末 
(平成18年3月31日) (平成18年9月30日) 

※１有形固定資産の減価償却累計額 

8,855,369千円 

※１有形固定資産の減価償却累計額

9,545,896千円

※１有形固定資産の減価償却累計額

9,253,877千円

    

 
 

※２担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付

債務は次のとおりであります。 

担保資産 帳簿価額 

構築物 349,731千円

機械及び装置 718,028 〃 

その他 139,752 〃 

計 1,207,512千円
 

※２担保資産及び担保付債務 ※２担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産及び担保付

債務は次のとおりであります。 

担保資産 帳簿価額 

担保に供している資産及び担保付

債務は次のとおりであります。 

担保資産 帳簿価額 

構築物 327,849千円構築物 308,432千円

機械及び装置 627,409 〃 機械及び装置 590,059 〃 

その他 136,356 〃 その他 133,349 〃 

計 1,031,841千円
 

計 1,091,615千円
 

担保付債務  担保付債務  担保付債務  

１年以内返済 
長期借入金 

１年以内返済 １年以内返済 
長期借入金 

210,520千円
長期借入金 

210,520千円 210,520千円

長期借入金 923,760 〃 長期借入金 713,240 〃

計 

長期借入金 818,500 〃 

計 1,134,280千円

  

923,760千円 計 1,029,020千円
 

  

   上記資産のうち工場財団抵当

に供している資産 

   上記資産のうち工場財団抵当

に供している資産 

    帳簿価額  帳簿価額 

構築物 構築物 249,812千円286,153千円

機械及び装置 100,674 〃 

その他 139,752 〃 

計 526,581千円
 

機械及び装置 80,762 〃 

その他 133,349 〃 

計 463,924千円
 

   上記資産のうち工場財団抵当

に供している資産 

 帳簿価額 

構築物 266,750千円

機械及び装置 89,604 〃 

その他 136,356 〃 

計 492,712千円

  

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務 

１年以内返済 

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務 

１年以内返済
長期借入金 

   上記のうち工場財団抵当に対

応する債務 

１年以内返済 
長期借入金 

167,000千円

長期借入金 

167,000千円
長期借入金 

466,800 〃 長期借入金    299,800 〃

計 466,800千円計 633,800千円

    

167,000千円

長期借入金 383,300 〃 

計 550,300千円
 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 
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(中間損益計算書関係) 

当中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息  3,757千円 受取利息   1,429千円 受取利息 6,109千円

受取配当金 受取配当金  2,345千円   1,650千円 受取配当金 2,345千円

保険配当金   保険配当金    2,257千円 保険配当金 2,257千円2,118千円

               

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 55,643千円 支払利息  42,855千円 支払利息 104,903千円
 

    

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

    過去勤務債務償却額           過去勤務債務償却額 

          446,266千円                 776,994千円

  

※ ４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

     厚生年金基金返上損 固定資産除却損 

                 125,802千円            3,016千円

 投資有価証券評価損 

             499千円

 

       

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 862,732千円有形固定資産 344,420千円有形固定資産 429,829千円 

無形固定資産 5,132千円無形固定資産 4,148千円無形固定資産 2,594千円 
   

 

 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） ０ － － ０
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 (リース取引関係) 

前事業年度 当中間会計期間 前中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 (自 平成18年4月 1日 (自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 至 平成18年9月30日) 至 平成17年9月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に １ リース物件の所有権が借主に １ リース物件の所有権が借主に 

移転すると認められるもの以外 移転すると認められるもの以外 移転すると認められるもの以外 

のファイナンス・リース取引 のファイナンス・リース取引 のファイナンス・リース取引 

 (借主側)  (借主側)  (借主側) 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、減

損損失累計額相当額及び期末残

高相当額 
機 械 (有形固定

資産) 
 機 械 (有形固定

資産) 
 機 械 (有形固定

資産) 
 

及 び 合計 及 び 合計 及 び 合計 
   

装 置 その他  装 置 その他  装 置 その他  
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

取得価額 取得価額 取得価額
930,985 165,787 1,096,772 995,335 175,042 1,170,3771,066,669 166,598  1,233,267

相当額 相当額 相当額 

減価償却 減価償却 減価償却
累計額 467,329 37,126 504,456 累計額 累計額 533,783 50,047 583,831604,950 53,737 658,688
相当額 相当額 相当額 

中間期末 中間期末
期末残高

残高 463,656 128,660 592,316 残高 461,551 124,994 586,546461,718 112,861 574,579
相当額 

相当額 相当額 
   
 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 189,006千円 １年以内 210,068千円 １年以内 199,346千円

１年超 415,317 〃 １年超 372,446 〃 １年超 395,126 〃

合計 604,324千円 合計 582,514千円 合計 594,473千円
   
 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額、支払利息相当額及び減損

損失 

支払リース料 94,882千円 支払リース料 109,161千円 支払リース料 199,038千円

リース資産減損

勘定の取崩額 
リース資産減損

勘定の取崩額

リース資産減損

勘定の取崩額 
― ― ―

減価償却費 減価償却費 減価償却費 88,210 〃 102,352 〃 186,165 〃相当額 相当額 相当額 
支払利息 支払利息 支払利息 6,169 〃 5,083 〃 9,021 〃相当額 相当額  相当額 

減損損失 ― 減損損失 ― 減損損失 ―
   

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

  イ 減価償却費相当額の算定方

法 

  イ 減価償却費相当額の算定方

法 

  イ 減価償却費相当額の算定方

法 

    リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零(残価保証

の取り決めがある場合は残価

保証額)とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 

  

  

  ロ 利息相当額の算定方法   ロ 利息相当額の算定方法 

同左 同左 

  ロ 利息相当額の算定方法   

    リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

  

  

  

  

  

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

    リース資産に配分された減      同左      同左 

損損失はありません 
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 (有価証券関係) 

 

前中間会計期間末(平成17年9月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間末(平成18年9月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末(平成18年3月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
 

(１株当たり情報) 

 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

(重要な後発事象) 

 

  該当事項はありません。 
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